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※１：防災館の来館者を含みます。
※２：一度の訓練で複数の訓練種別を行っている場合があります。
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■ 図表１－４－１　防火防災訓練の訓練種別ごとの人員

～地域防災力の向上へ向けて～

　１ 防火防災訓練の実施状況

　第４節　防災活動の現況

　平成 30 年度中の東京消防庁管内にお
ける防火防災訓練の実施件数及び参加
者は 17,490 件、2,364,792 名でした。
また、訓練種別では「避難訓練」が最も
多く、「初期消火訓練」、「応急救護訓練」
と続いています。（図表１－ 4 －1）

（１）防火防災訓練
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　東京消防庁では、災害発生時における
高齢者、障害者などの被害の低減を図
るため、平成 25 年度から災害発生時に
支援が必要な方のお宅を消防職員が訪問
し、火災・震災・家庭内事故等の危険性

をチェックし、アドバイスを行う総合的な 
防火防災診断を管内の全消防署で実施して
います。平成 30 年度は 11,236 件実施し
ており、前年度より 61件減少しています。

（図表１－ 4 －3）

　２ 総合的な防火防災診断の実施状況

■ 図表１－４－２　総合防災教育の実施状況

■ 図表１－４－３　総合的な防火防災診断の実施件数

　平成 30 年度中の東京消防庁管内にお
ける総合防災教育※の実施件数及び人員
は、12,720 件、1,440,488 名でした。
教育機関等と連携を図り、授業で行う防
災教育のほか、児童の引き取り訓練や地

域イベントなどあらゆる機会を活用した
総合防災教育を行っています。

（図表１－ 4 －2）

（２）総合防災教育

件数（件） 人員（人）
保育所・幼稚園 3,278 239,193
小学校 3,442 576,055
中学校 2,468 187,672
高等学校 907 192,510
大学 408 74,773
特別支援学校 184 14,571
その他 2,033 155,714
合　　　計 12,720 1,440,488

※　総合防災教育とは、様々な災害や事故から身を
　守るための発達段階に応じた防災教育をいいます。
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115,000

120,000

125,000

130,000

135,000

140,000

145,000

）
人
（
員
人
送
搬
急
救

n=629,610

136,213

144,548

127,106
128,619

131,925

こんろ
4人 6.8％

年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年
救急搬送人員（人）　 127,106 128,619 131,925 136,213 144,548
前年比　  101.2% 102.6% 103.3% 106.1%

5 年間平均　133,682 人　

■ 図表１－４－４　年別の救急搬送人員

　３ 日常生活事故の発生状況

ア 年別救急搬送人員
　東京消防庁管内では、日常生活事故により平成 26 年から平成 30 年の 5 年間に、
668,411 人が救急搬送されています。救急搬送人員は毎年増加しており、平成 30 年中
は過去 5 年間で最も多い 144,548 人が救急搬送されています。（図表１－ 4 － 4）　

イ 年齢層別救急搬送人員
　 年 齢 層 別（5 歳 単 位 ） の 救 急 搬 送
人 員をみると、65 歳 以 上の高齢 者 が
81,952 人と全体の半数以上を占めてい
ます。また、若い世代をみると、乳幼児（5
歳以下）の救急搬送人員が 9,490 人と
子供（12 歳以下）の事故のうち約 7 割
を占めています。（図表１－ 4 － 5）

（１） 平成 30 年中の概要
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気をつけよう！
日常生活事故　乳幼児編

2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000 14,000 16,000 18,000

90 歳以上

85～89歳

80～84歳

75～79歳

70～74歳

65～69歳

60～64歳

55～59歳

50～54歳

45～49歳

40～44歳

35～39歳

30～34歳

25～29歳

20～24歳

15～19歳

10～14歳

5～9歳

　0～4歳

救急搬送人員（人）

8,803

4,466

5,018

5,885

5,798

3,035

3,590

3,283

8,629

13,374

10,805

3,684

3,794

4,136

17,086

17,872

14,012

6,025

5,253

0 歳

1歳

2歳

3歳

4歳

5歳

2,017

1,154

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500

救急搬送人員（人）

1,559

1,572

n=9,990

2,327

861

■ 図表１－４－６　年齢別救急搬送人員

■ 図表１－４－５　年齢層別救急搬送人員

ア 乳幼児の年齢別救急搬送人員
　平成 30 年中の乳幼児の事故を年齢
別にみると、1 歳児の救急搬送人員が
2,327人と最も多く、次いで 2 歳 児が
2,017人となっています。（図表１－4－6）

（２）乳幼児（５歳以下）の事故発生状況
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（％）（人）

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

4,000

3,500

救急搬送人員（人）　　　中等症以上の割合

2,492 2,368

1,218
1,029

427 413

225
44 25

7.3

10.6 11.7

6.6

19.2

9.9 6.7 6.8

76

0

10

20

30

40

50

60

70

80

こんろ
4人 6.8％

事故種別 ころぶ 落ちる ものが 
つまる等 ぶつかる やけど はさむ 

はさまれる
切る 

刺さる
かまれる
刺される おぼれる

救急搬送人員 2,492 人 2,368 人 1,218 人 1,029 人 427人 413 人 225 人 44 人 25 人

   中等症以上の割合 7.3% 10.6% 11.7% 6.6% 19.2% 9.9% 6.7% 6.8% 76.0%

■ 図表１－４－７　乳幼児の事故種別ごとの救急搬送人員

イ 乳幼児の事故種別ごとの救急搬送人員
　乳幼児の事故で最も多いのは「ころぶ」事故で、2,492 人が救急搬送されています。
中等症以上の割合が最も高いのはお風呂などで「おぼれる」事故で、7 割以上と突出し
て高くなっています。また、「やけど」の事故でも約 2 割が中等症以上と診断されています。

（図表１－４－７）

※ 事故種別が「その他」、「不明」を除く
※ 中等症とは、生命に危険はないが入院を要するもの
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気をつけよう！
日常生活事故　高齢者屋外編

気をつけよう！
日常生活事故　高齢者屋内編

n=327,671

平成 26年

66,022
68,122

72,198

76,889

平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年
55,000

60,000

65,000
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75,000

80,000

85,000

81,952

（人）
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10,000

20,000

30,000

40,000

50,000
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救急搬送人員（人）　　　中等症以上の割合

58,368

7,225
1,696 1,238 624 575 366 236 203

38.7 45.6

52.8

20.5

19.2

98.3

37.7

4.7

26.1

0
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20
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90

100（人） （％）

事故種別 ころぶ 落ちる ものが 
つまる等 ぶつかる 切る 

刺さる おぼれる はさむ 
はさまれる

かまれる 
刺される やけど

救急搬送人員 58,368 人 7,225 人 1,696 人 1,238 人 624 人 575 人 366 人 236 人 203 人

中等症以上の割合 38.7% 45.6% 52.8% 20.5% 19.2% 98.3% 37.7% 4.7% 26.1%

■ 図表１－４－８　高齢者の年別の救急搬送人員

■ 図表１－４－９　高齢者の事故種別ごとの救急搬送人員

イ 高齢者の事故種別ごとの救急搬送人員
　高齢者の事故で最も多いのは「ころぶ」事故で、事故全体の約 8 割を占める 58,368
人が救急搬送されています。中等症以上の割合が最も高いのはお風呂などで「おぼれる」
事故で、98.3％と突出して高くなっています。また、高齢者は他の年代と比べ、重症化
しやすくなっています。（図表１－４－９）

ア 高齢者の年別救急搬送人員　　
　高齢者の事故は年々増加しています。平成 30 年中の救急搬送人員は 81,952 人で 
平成 26 年と比較すると 15,930 人増加しています。（図表１－４－８）

（３）高齢者（65 歳以上）の事故発生状況

※ 事故種別が「その他」、「不明」を除く　
※ 中等症とは、生命に危険はないが入院を要するもの
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【家具転対策 PV】
その時家具が凶器になる！（戸建住宅編）

42.7 47.0

53.6 58.6 58.0
56.1

66.6

57.6

65.6 63.6

平成 21年 平成 22年 平成 23年 平成 24 年 平成 25年 平成 26年 平成 27年 平成 28年 平成 29年 平成 30年

（％）

30

40

50
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70

※ 家具転対策とは、家具類の転倒・落下・移動防止対策のこと

■ 図表１－４－１０　家具転対策実施率

　４ 家具類の転倒・落下・移動防止対策の実施状況と実施率

　消防に関する世論調査によると、平成
30 年中の家具類の転倒・落下・移動防
止対策（以下、家具転対策）の実施状況
と実施率は、「すべての家具類に実施し
ている」及び「一部の家具類に実施して
いる」を合算すると 63.6％です。また、

「倒れる可能性のある家具類がない、ま

　平成 30 年６月に最大震度６弱を観測
した「大阪府北部を震源とする地震（以下、
大阪府北部地震）」及び最大震度７を観
測した「平成 30 年北海道胆振東部地震

（以下、北海道地震）」の被災地域を対
象に、家具転対策の実施状況及び負傷状
況等のアンケート調査を実施しました。
　その結果、家具転対策を実施している

たは家具を置いていない」と回答する方
は 8.0％で、昨年と比較して微増してい
ます。一方、「実施していない」と回答し
た方は 23.5％で、昨年と比較して 1.6％
減少しています。実施率はこの 10 年間
で 20.9％上昇しました。  　　
 （ 図表１－４－１０）

方は、大阪府北部地震では３３．５％、北
海道地震では３１．０％でした。
　また、大阪府北部地震でけがをした方
の約１４％が、家電製品の落下及び家具
類の収容物の落下等により負傷しており、
北海道地震でけがをした方の約１１％が、
家具類の収容物の落下等により負傷して
います。さらに、散乱した室内を片づけ

（１） 家具類の転倒・落下・移動防止対策の実施率

（２） 近年発生した地震に伴う家具転対策実施状況と負傷状況
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る際に、割れた食器やガラスによりけが
をした方もそれぞれの地震において３割
以上存在しており、家具類の転倒等に起
因するけが人の割合が高いことが確認さ

れました。地震時にけがをしないために、
家具類を固定すること及び収容物が散乱
しない対策等を実施することが重要です。

（ 図表１－４－１1、１2）
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実施している
33.5%

n=659

n=22

n=761

n=9

揺れによる
つまずき、転倒

27.3%

揺れによる
つまずき、転倒

11.1%

落下物
13.6%

落下物
11.1%

割れた食器・
ガラス類
36.4%

割れた食器・
ガラス類
33.3%

その他
9.1%

その他
33.3%

不明
13.6%

不明
11.1%

大阪府
北部地震

大阪府
北部地震

未記入
8.6%

実施していない
57.8%

実施している
31.0%

北海道地震

北海道地震

未記入
7.6%

実施していない
61.4%

■ 図表１－４－１2　大阪府北部地震、北海道地震における負傷原因割合

■ 図表１－４－１1　大阪府北部地震、北海道地震における家具転対策実施状況



男性 9,343 人
65％

男女別
登録者数

年代別
登録者数

女性 5,099 人
35％

10代 500 人 3％
20代 1,432 人 10％

30代 1,136 人 8％

40代 1,826 人 13％

50代 2,781 人 19％

60代 3,504 人 24％

70歳以上 3,263 人 23％

平成 26年 平成 27年 平成 28年 平成 29年 平成 30年
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■ 図表１－４－１３　総登録者数と新規登録者数の推移　

■ 図表１－４－１４　男女別登録者数 ■ 図表１－４－１５　年代別登録者数

　５ 災害時支援ボランティアの状況

　平成 30 年12 月末現在の災害時支援ボランティア登録者数は14,442 人です。近年は、
総登録者数及び新規登録者数ともに減少傾向にあります。（ 図表１－４－13）

（１） 登録者数

ア　男女別・年代別の登録者数
　 男 女 別 登 録 者 数 を 見ると、 男 性 が
65%、女性が 35% と男性の登録者が
多くなっています。（ 図表１－４－14）

　また、年代別登録者数を見ると、60 代
以上の方が多く、全体の 47% を占めて
おり、年代の高い方々も活躍をされてい
ます。（ 図表１－４－15）
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（件） （人）

200

400

600

800

1,000

2,000

3,000

4,000

その他 1,312 人 9％

会社員 
6,110 人
42％

公務員 375 人 3％

主婦 1.980 人 14％
自営業
2,193 人
15％

学生 1,378 人 9％

無職 1,094 人 8％

職業別
登録者数

■ 図表１－４－１６　職業別登録者数

■ 図表１－４－１７　活動項目別件数、参加者数

　平成 30 年中にボランティアが参加した活動の件数は、全体で 1,895 件あり、延べ
9,690 人がボランティア活動を行いました。活動項目別に見ると、最も多い活動件数は 

「都民指導」となっており、参加者数では「行事・訓練参加」が最も多くなっています。 
（ 図表１－４－17）

イ　職業別登録者数
　登録者のうち、最も多い職業は会社
員で、全体の 42% を占めています。次
いで自営業 15%、主婦 14% となってい
ます。（ 図表１－４－16）

行事・訓練参加 都民指導 講習会 会議 自主訓練 募集活動 広報活動 その他
■ 平成 30 年件数 601 663 194 136 119 64 80 38
■ 平成 30 年人数 3,611 2,263 834 1,109 785 330 494 264

（２） 活動項目別の件数・参加者数 第
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